
 

ⅡⅡ 四四万万十十市市のの産産業業をを取取りり巻巻くく現現状状等等

１１ 人人口口のの推推移移とと将将来来予予測測

本市の人口は、昭和 年をピーク（ 人）に年々減少傾向で、少子高齢化が進展し日

本全体が人口減少社会に入った中、今後もこの傾向は進むと予測されます。

また、全国に約 年先行して高齢化が進む高知県にあって、高齢化がさらに進む一方、生産

年齢人口は、 年の 人から ７年の 人（人口ビジョンの戦略人口は

人）へとその約 分の にあたる 人が減少すると見込まれており、市内の市場（消費）

が縮小していくとともに、担い手の減少により産業の活力が低下していくことが懸念されます。

そのため本市では、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、「四万十市まち・ひと・しごと創生

人口ビジョン」を策定し、人口の現状と将来の姿を示し、人口減少をめぐる問題に関する市民の認

識の共有を目指すとともに、目指すべき将来の方向性を提示しています。

本市の人口ビジョンでは、 年（令和 年）の人口を 人確保することを目標と

しており、本計画と総合計画及び総合戦略などと連動、連携することにより、人口減少に歯止めを

かけていきます。

出典：人口推計は、「日本の将来推計人口（平成 年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）をもとに作成

※戦略人口は、人口ビジョンにおいて総合戦略による人口政策の取り組みを行った場合の人口の推計

※趨勢人口は、人口ビジョンにおいて総合戦略による人口政策の取り組みを行わない場合の人口の推計

区 分 年 年 年 ２年 ７年 年 年 年 年
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出典：平成 年までは、国勢調査（総務省）、令和２年以降は、「日本の将来推計人口（平成 年推計）」（国立

社会保障・人口問題研究所）をもとに作成

人人口口ビビジジョョンンのの戦戦略略人人口口・・趨趨勢勢人人口口とと人人口口推推計計

生生産産年年齢齢人人口口率率とと高高齢齢化化率率
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５５ 計計画画のの推推進進体体制制

産業振興計画は、産業間の連携のもと一体的かつ相乗的に推進していかなければなりません。

そのため、推進組織として「産業振興計画検討チーム」を庁内に設置し、関係課の緊密な連携によ

る計画全体の進捗管理や課題事項の検討・調整を行いながら庁内横断的な推進を図るとともに、

県の地域支援企画員に参画いただいくことで県計画との連携・協働による、より効果的な推進を

図ります。

あわせて、必要に応じて民間の実践者を加えたワーキンググループを編成し、主に産業間連携

をテーマに民間ならではの柔軟な発想や意見を活かした施策などの検討を加えていきます。

また、官民協働で実行する産業振興計画を、より効果的かつ実行性のあるものとするため、各産

業分野の関係組織や協議会等との緊密な連携・調整により計画の具現化を図るとともに、産業関

連団体の代表者や有識者、関係行政機関の職員等で構成する「産業振興計画フォローアップ委員

会」を組織し、計画の進捗状況や評価、検証、修正・追加などに関する検討を毎年行っていきます。

【農業】

高知県農業協同組合

認定農業者連絡協議会

【林業】

中村市森林組合

西土佐村森林組合

四万十市建築協会

四万十ヒノキブランド化推進協議会

【水産業】

四万十川漁業振興協議会

下田漁業協同組合

【商工業】

中村商工会議所

四万十市西土佐商工会

四万十市商店街振興組合連合会

中村料理飲食店組合

高知県建設業協会中村支部

【観光】

四万十市観光協会

四万十黒潮旅館組合

幡多広域観光協議会

など

産産業業振振興興計計画画フフォォロローーアアッッププ委委員員会会

【構成】産業関係団体の代表者 構成員

有識者

関係行政機関の職員

【オブザーバー】

市長・副市長

関係課長

【構成】副市長・関係課職員

県地域支援企画員

【構成】検討チームの構成員

民間の実践者

※主に産業間連携をテーマに

施策などの検討

ワワーーキキンンググググルルーーププ

産産業業振振興興計計画画検検討討チチーームム

検
証
・
調
整 

連携・調整

関関係係組組織織・・協協議議会会等等
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出典：平成 年までは、国勢調査（総務省）、令和２年以降は、「日本の将来推計人口（平成 年推計）」（国立

社会保障・人口問題研究所）

※年齢不詳の場合があるので、年齢区分の合計人口が総人口と合致しない場合がある

年年齢齢 区区分分別別人人口口のの推推移移とと将将来来予予測測

人人口口ピピララミミッッドドのの推推移移
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歳未満 ～ 歳 ～ 歳 歳以上

平成 年 月
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２２ 人人口口のの自自然然動動態態・・社社会会動動態態

本市の人口における自然動態（出生者－死亡者）は、少子化の影響及び死亡者の増加傾向によ

り、毎年マイナスで推移しています。

一方、社会動態（転入者－転出者）は、 年度まではマイナスで推移していましたが、

年、 年、 年はプラスに転じるなど、マイナス値が縮小しています。

しかし、転入者の減少と転出者の増加が著しい年があり、 年から 年までの社会動態

の平均は▲ 人 年と以前厳しい状態です。

出典：人口動態調査（厚生労働省）

出典：住民基本台帳人口移動報告（総務省）

自自然然動動態態のの推推移移

社社会会動動態態のの推推移移
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出典：平成 年までは、国勢調査（総務省）、令和２年以降は、「日本の将来推計人口（平成 年推計）」（国立

社会保障・人口問題研究所）

※年齢不詳の場合があるので、年齢区分の合計人口が総人口と合致しない場合がある

年年齢齢 区区分分別別人人口口のの推推移移とと将将来来予予測測

人人口口ピピララミミッッドドのの推推移移
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３３ 産産業業別別就就業業者者数数のの状状況況

就業者数は、 ７年から 年の 年間で 人（△ ％）の減少で、市人口の減少率

（ 人：△ ％）を上回っています。

特に、第１次産業が 人（△ ％）の減少、第２次産業が 人（△ ％）と大

幅に減少しています。

それに伴い、就業構造が 年の第 次産業 ％、第 次産業 ％、第 次産業 ％

から 年には第 次産業 ％、第 次産業 ％、第 次産業 ％になり、第 次産

業の比重が高くなっています。

平成７年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度
就業人口 人 人 人 人 人
第３次産業 人 人 人 人 人
第２次産業 人 人 人 人 人

鉱業 人 人 人 人 人
建設業 人 人 人 人 人
製造業 人 人 人 人 人

第１次産業 人 人 人 人 人
漁業 人 人 人 人 人
林業 人 人 人 人 人
農業 人 人 人 人 人

出典：国勢調査（総務省） ※分類不能があるため合計と合致しない

出典：平成 年度国勢調査（総務省）

産産業業別別就就業業者者数数のの推推移移

業業種種別別就就業業者者数数
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４４ 雇雇用用情情勢勢

雇用情勢は、 年度以降改善の動きが続き、ハローワーク四万十所管内でも 年度の年

平均の有効求人倍率が 倍になるなど全国的に高水準で推移し、完全失業率についても改善

傾向にあります。しかし、背景には人口減少による労働者不足や新規求人件数のパート求人の割

合が高いなど楽観視できない状況にあります。

出典：厚生労働省公表

出典：国勢調査（総務省）

有有効効求求人人倍倍率率のの推推移移

労労働働力力のの状状態態

全国 高知県 ﾊﾛｰﾜｰｸ四万十所

人 人

人
人

人

人

人
人

人
人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

平成 年 平成 年 平成 年 平成 年 平成 年

就業者数 完全失業者数
四万十市（完全失業率） 高知県（完全失業率）
全国（完全失業率）

 

３３ 産産業業別別就就業業者者数数のの状状況況

就業者数は、 ７年から 年の 年間で 人（△ ％）の減少で、市人口の減少率

（ 人：△ ％）を上回っています。

特に、第１次産業が 人（△ ％）の減少、第２次産業が 人（△ ％）と大

幅に減少しています。

それに伴い、就業構造が 年の第 次産業 ％、第 次産業 ％、第 次産業 ％

から 年には第 次産業 ％、第 次産業 ％、第 次産業 ％になり、第 次産

業の比重が高くなっています。

平成７年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度
就業人口 人 人 人 人 人
第３次産業 人 人 人 人 人
第２次産業 人 人 人 人 人

鉱業 人 人 人 人 人
建設業 人 人 人 人 人
製造業 人 人 人 人 人

第１次産業 人 人 人 人 人
漁業 人 人 人 人 人
林業 人 人 人 人 人
農業 人 人 人 人 人

出典：国勢調査（総務省） ※分類不能があるため合計と合致しない

出典：平成 年度国勢調査（総務省）

産産業業別別就就業業者者数数のの推推移移

業業種種別別就就業業者者数数
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５５ 市市内内総総生生産産額額のの推推移移

本市の市内総生産額の推移をみると、 年度以降は 億円以上となっており、産業振

興計画の初年度となる 年度以降は 年度以前の生産額を上回っています。

Ｈ 度を基準に産業別でみると、第 次産業は、「農業」が毎年度上昇傾向で、Ｈ 年度前年

比で＋ ％、第２次産業はＨ 年度に減少に転じＨ 年度前年比△ ％、第３次産業は、

「保健衛生・社会事業」「専門・科学技術、業務支援サービス業」などが伸びているものの、全体で

はＨ 年度前年比△ ％で、ほぼ横ばいとなっています。

区分 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

第１次産業

農業

林業

水産業

第２次産業

鉱業

製造業

建設業

第３次産業
電気･ガス･水道･廃棄物処
理業

卸売･小売業

運輸･郵便業

宿泊・飲食サービス業

情報通信業

金融･保険業

不動産業
専門・科学技術、業務支援
ｻｰﾋﾞｽ業

公務

教育

保健衛生･社会事業

その他のサービス

輸入品に課される税・関税

（控除）総資本形成に係る
消費税

総 計

出典：平成 年度市町村経済統計書（高知県）

市市内内総総生生産産額額のの推推移移

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

百万円 第 次産業 第 次産業 第 次産業
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６６ 主主要要指指標標ででみみるる県県内内のの位位置置づづけけ

区 分

市町村内

総生産額

百万円

第 次産業

就業者比率

％

第 次産業

就業者比率

％

第 次産業

就業者比率

％

販売農家数

戸

販売農家の

経営耕地面積

高 知 県

四四 万万 十十 市市

県内最大値

県内最小値

順順 位位 ５５

（出典）
年度

市町村経済統計書
年国勢調査

※分類不能があるので にはならない
農林業センサス

区 分
農業産出額
農家当たり

千円

農業産出額
耕地面積
ａ当たり

千円

森林面積
林 業

就業者数

人

原木生産量

㎥

木材・木製品
製造品出荷額等

百万円

高 知 県

四四 万万 十十 市市

県内最大値

県内最小値 －

順順 位位 １１

（出典） 市町村別農業産出額（推計） 高知県の森林・林業・木材産業（ 工業統計

区 分

漁 業

就業者数

人

海面漁業

漁獲量

ｔ

事業所数
人口千人当たり

事業所

事業所従業者数
事業所当たり

人

卸小売事業所数
人口千人当たり

事業所

卸小売業
年間商品販売額

百万円

高 知 県

四四 万万 十十 市市

県内最大値

県内最小値

順順 位位 ３３

（出典） 国勢調査
海面漁業

生産統計調査
経済センサス

区 分
飲食店数

人口千人当たり

店

製 造 業

事業所数
人口千人当たり

事業所

製造品

出荷額等

百万円

食料品

出荷額等

百万円

高 知 県

四四 万万 十十 市市

県内最大値

県内最小値 － －

順順 位位

（出典） 経済センサス 工業統計 工業統計

 

５５ 市市内内総総生生産産額額のの推推移移

本市の市内総生産額の推移をみると、 年度以降は 億円以上となっており、産業振

興計画の初年度となる 年度以降は 年度以前の生産額を上回っています。

Ｈ 度を基準に産業別でみると、第 次産業は、「農業」が毎年度上昇傾向で、Ｈ 年度前年

比で＋ ％、第２次産業はＨ 年度に減少に転じＨ 年度前年比△ ％、第３次産業は、

「保健衛生・社会事業」「専門・科学技術、業務支援サービス業」などが伸びているものの、全体で

はＨ 年度前年比△ ％で、ほぼ横ばいとなっています。

区分 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

第１次産業

農業

林業

水産業

第２次産業

鉱業

製造業

建設業

第３次産業
電気･ガス･水道･廃棄物処
理業

卸売･小売業

運輸･郵便業

宿泊・飲食サービス業

情報通信業

金融･保険業

不動産業
専門・科学技術、業務支援
ｻｰﾋﾞｽ業

公務

教育

保健衛生･社会事業

その他のサービス

輸入品に課される税・関税

（控除）総資本形成に係る
消費税

総 計

出典：平成 年度市町村経済統計書（高知県）

市市内内総総生生産産額額のの推推移移

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

百万円 第 次産業 第 次産業 第 次産業
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